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　　Mass　screening　of　breast　cancer　has　been　carried　out　in　Nagano　prefecture　since　January　1981．

　　We　used　the　sta且dard　method　of　the　Japan　Cancer　Society　in　addition　to　ultrasonic　echography

for　the　first　examillation　procedure．　The　nllmber　of　women　examined　by　the且rst　procedure　am－

ounted　to　42，742　as　of　March　1983．　Ultrasonic　echography　was　done　in　10。4％（4，449　women）．
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The　breast　cancer　detection　rate　was　O，09％（37）alnong　the　first　examinees．

　　In　this　paper，　we　have　stated　the　conditions　of　systems　and　the　results　of　the　mass　screening

in　Nagano　prefecture，　and　discussed　some　ways　of　dealing　with　the　problems　of　mass　screening．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るためには行政的な対策なしには困難である。長野県

　　　　　　　　　1　はじめに　　　　　　　　　　においては，すでに胃検診および子宮検診を行ってき

　近年，わが国においては癌による死亡数が急増する　　たが，その経験を基盤に，第3の検診対象として，長

傾向にある。それにともなって癌に対する関心が国民　　野県の死亡率が全国的に上位を占め1），今後，わが国

的となり，癌の予防対策の充実化が切実な問題となっ　　において急激な増加が予測される乳癌を取り上げた。

てきた。癌の発生原因が明確に解明されていない現在　　乳癌の1次検診方式は検診車による出張検診で，日本

においては，癌の発生原因を除くための1次予隙こは　　対がん協会の標準方式2）に超音波検査を加えたもので

一般的に有効な方法がない。したがって，集団検診等　　ある。昭和56年1月から開始した。

による早期発見対策を主体とする2次予防が癌予防対　　　　今回は，長野県における乳癌集団検診体制の紹介お

策の柱とならざるを得ない。集団検診を巾広く遂行す　　よび現在までの集団検診の成績を報告するとともに，
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図1　長野県における乳癌集団検診体制

掻野県の乳癌集団検診の今後の在り方について若干の　　等と略す）とし，各市町村等では協会の要請に基づい

検討を加えた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　て年間の集検実施計画を立て，集検に必要な諸経費を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予算化し，希望日数および集検日の予約を原則として
　　　1　長野県の乳癌集団検診体制（図D　　　　　　所管の保健所に申し込む。保健所長は集検を希望する

　長野県では乳癌集団検診を乳房集団検診と表現する　　管轄市町村等の計画を協会から送付された乳房集団検

こととし，県の方針に基づいて，財団法人成人病予防　　診申込書に取りまとめて脇会に申し込む。最近では市

協会（対がん協会長野県支部）（以下協会と略す）の　　町村等が直接協会に申し込むようになった。この申し

会長（県知事が併任）が長野県医師会（以下県医師会　　込みに基づいて，協会では関係機関と協議して，年問

と略す）の会長に乳房集団検診（以下集検と略す）事　　の集検実施計画を立て，実施計画書を県医師会および

業ならびに集検における視・触診および乳腺超音波診　　関係機関に提出する。

断の研究を委託する契約書を締結することによって開　　　協会は年間計画に沿って，毎月，翌月の集検の日時，

始された。この契約に基づいて県医師会は乳房集団検　　場所および検診人員を決定し，月間乳房集検実施計画

診専門委員（県医師会員の代表者および信州大学医学　　　表を作成し，当該保健所長，市町村等の長および県医

部からの推薦者）14名を委嘱した。乳房集団検診専門　　師会長に通知する。市町村等の長は集検受診希望者の

委員会（以下専門委員会と略す）は集検の1次検診か　　募集を行う。

ら精密検診に至る体制，集検結果の集計，発見乳癌の　　　集検当日には市町村等が設定した検診会場に，協会

集計および追跡調査の方法等を検討し，県医師会に答　　から派遣された検診車1台，運転技師1名，超音波検

申するとともに協会の集検業務を指導した。さらに，　　査技師1名，当該市町村等の保健婦数名および地元医

専門委員会の下に22郡市医師会の乳房集団検診委員長　　師会の医師1～2名よりなる検診班が編成され，1次

より構成される乳房集団検診連絡委員会を設けて，集　　　検診を行う。

検業務に関する連絡築項が各郡市医師会に円滑に伝達　　　　B　検診対象者

されるように取り計らった。なお，両委員会は協会の　　　1次検診の対象巻は原則として30歳以上の女性とし

要請で，県医師会が紹集することとした。　　　　　　　た。昭和54年10月1日の長野県毎月人口異動調査結果

　A　1次検診体制　　　　　　　　　　　　　　　　　報告調では該当者は639，886人であった。

　集検の実施主体は市町村および事業所（以下市町村　　　　C　検診方法
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処置不要者　　　　　　　要精検者　　　　1　市町村（事業所）

処置不要者　　　　　　　経過観察者　　　　　　　要治療者

図2　1次検診・精密検診・追跡調査体制

　検診車による出張検診で，日本対がん協会の標準方　　房検診超音波読影委員会を組織することが専門委員会

式2）に超音波検査を加えたものである。検診時間は午　　で了承された。

後1時30分から3時頃までとし，検診人員はほぼ100～　　　1）　精密検診体制（図2）

120人とした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1次検診における要精検者には乳房集団検診票のコ

　1次検診では医師による乳房の診察と保健婦等によ　　ピー1ポラロイド写真1枚，乳房集団検診結果通知書

る自己検査法の教育を2本柱にした。まず，保健婦が　　および乳房精密検診依頼書を1次検診の会場で渡す

受診者全員に自己検査法を指導し，っいで，各受診者　　　（本来は後日，乳房検診超音波読影委員会で要精検老

に乳房集団検診票の問診の部分を記入させる。患者は　　を決定し，市町村等の長を通じて，当該者に通知する

検診票を持参して医師の診察を受ける。診察は県内に　　方針であるが，委員会が組織されていないので，検診

普及させるべき自己検査法の手順にのっとって行うこ　　当日通知することにした）。

とを原則として，坐位および仰臥位で視・触診を行い，　　市町村等の保健婦は要精検者に精密検診機関（以下

イ：明らかに悪性（癌）と考えられるもの，ロ：悪性　　精検機関と略す）を受診するように勧める。本県では

の疑いを抱くが，触診のみでは決定しかねるもの，　　特定の精検機関を指定しないが，寡刺吸引細胞診ある

ハ：どちらかといえば良性と考えられるもの，ユ：異　　いは生検を含めた診断を行うことができ，できる限り

常のないもの，の4段階に分ける。検診医は検診票に　　自己施設内で手術ができる医療機関あるいは，このよ

視・触診診断を記入後，診断がイロハで腫瘤硬結等を　　　うな機関と連携をとりうる医療機関が適切であると指

認めるものには超音波検査を受けさせる。超音波断層　　導している。

撮影は5mm間隔で35mmフィルム9枚の連続撮影お　　　精検機関では，精密検査後，精検結果について，乳

よび腫瘤中心附近のポラPイド写真撮影を行う。検診　　房精密検診依頼書に診断名および診断後の指導および

医はポラロイド写真を参考として（必ずしも読影診断　　措置を記入し，市町村等の長に郵送する。市町村等で

の必要はない），要精検者を決定する。なお，長野県　　は精検結果をとりまとめて協会に報告する。

においては，乳頭異常分泌を認めるものは全例要精検　　　要治療者は専門医療機関（精密機関と同一である場

者とすることにした。超音波断層撮影の35mmフィル　　合が多い）で治療を受ける。

ムは当分の間，超音波フィルム読影の勉強会のために　　　E　乳癌症例の追跡調査体制

使用し，検診医が読影に慣れ，機が熟したところで乳　　　協会では精検結果報告から乳癌症例を抽出し，精検
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表1乳癌集団検診実施状況

年度識集麟検診・数集灘数纈姦
55年度　　5　　0　5／122（4．1％）　16　　　1・450　　90・6

56年度　　70　　170／122（57，4％）　180　　16・338　　90・8

57年度　　89　　2　89／122（73・・0％）　311　　24・954　　80・2

計　　　　　　　　　　　　507　　42・742　　84・3

fi　2　年度別にみた乳癌集団検診実施状況

年度集検受診者数灘簾灘灘講灘晶箋鵜購慧

55年度　1，45・（，IPI％）（、ll％）（9711％）（。・1％）・…％

56鞭　16，338　1illl％）111｝1％）（、lll％）（・．19％）・・75％

・7鞭　24，954　認％）（IPI％）（、lll％）（・．ll％）・…％

計　42，742alll％）’tl19％）lblll％）（・，ll％）2・・9％

機関に乳房集検発見乳癌通報票（1）を送り，記入後，返　　実施主体数は70市町村および1事業所で，市町村の集

送を受ける。その後，専門医療機関に乳房集検発見乳　　検普及率は57，4％となった。検診日数は180日，集検

癌通報票（2）を送り，記入後，返送を受ける。ついで，　　受診者数は16，338人となり，1日平均の検診人員は

所管保健婦による乳癌患者の家庭訪問により乳房集検　　go．8人であった。57年度は8月から検診車が1台増え

発見乳癌患者調査票を提出させることにより乳癌症例　　て2台になったこともあって，89市町村および2事業

を把握するようにした。　　　　　　　　　　　　　所で集検が行われた。市町村の集検普及率は73，　O％

　発見乳癌症例は所管保健i婦によって追跡調査が毎年　　　となった。検診日数は311日と増え，集検受診者数は

行われ，乳房集団検診手術例予後調査票に記入の上，　　24，954人と増加したが，1日平均の検診人員は80．2人

協会に提出され，その結果は専門委員会に報告後，各　　　と減少した。

関係機関に報告される。　　　　　　　　　　　　　　　A　年度別にみた集検実施状況（衷2）

　F　モデル集検事業　　　　　　　　　　　　　　　　　1　超音波検査施行者数および施行率

　昭和57年度から小県郡青木村を乳房集団検診のモデ　　　総計42，742人の集検受診者中4，449人10．4％に超音

ル地区として，信州大学医学部第2外科学教室の協力　　波検査を施行した。超音波施行率は初年度がやや高か

で乳腺と甲状腺の集検を開始した。　　　　　　　　　　ったが，年度による差はほとんどみられなかった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　要精検者数および要精検率
　　　　皿　乳癌集団検診実施状況（表D　　　　　　　　延べの要精検者数は1，849人で，要精検率は4，3％で

　長野県の集検は昭和56年1月から3月までを55年度　　あった。55年度は2．　6％で，56年度は6．2％と高くなっ

事業として開始した。55年度の実施主体数は5市町村　　たが，57年度は3．2％と低くなった。

で，県下全市町村122の4．1％である。検診日数は16日，　　3　精検受診者数および精検受診率

集検受診者数は1，450人であり，1日平均の検診人員　　　要精検者1，　849人中，1，772人，95．8％が精検を受診

は90．6人であった。56年度からは集検が本格的になり，　しており，非常に高率であった。年度による差はみら

　No．　4，　1984　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　321



小池・土屋・丸山・花村・千賀・寺井

表3　年齢別にみた乳癌集団検診実施状況

年齢集獺診者数儲波施行者数蝋儲数搬受診轍期乳癌数轡鞍
　　　　　　　　　　　　（超音波施行率）　（要精検率）　（精検受診率）　（乳癌発見率）　乳癌発見率

一39歳　11・13・　lilll％）　（lll％）（，lll％）（。。1％）・・2％

－49歳　・5・644　1illl％）　（111％）（、lll．・）（，．　ll％）2・・14％

－59歳　・2・858　（lll％）　（lll％）（，lll％）（。。1％）2・・5％

・。歳～　…1・　（lll％）　（，ll％）（9611％）（，．ll％）・L・3％

計　42・742　1igll％）1・119．・）1ら171％）（。ll％）2・・9％

表4年齢別にみた精密検診結果

診　　断　　　～39歳　　 ～49歳　　 ～59歳　　 60歳～　　　計

孚L　　　　癌　　 2（0．32％）　 16（2．14％）　　9（2．85％）　　10（11．63％）　 37（2．09％）

線維腺腫　60（9。65％）　58（7．75％）　20（6．33％）　7（8．14％）145（8．18％）

乳腺症276（44．37％）377（50．40％）126（39．87％）32（37．21％）811（45．77％）
嚢　　　　 月包　　 5（0．80％）　　7（0．94％）　　4（1．27％）　　0　　　　　　 16（0．90％）

その他乳腺疾患　　　8（1．29％）　　5（0．67％）　　2（0，63％）　　3（3．49％）　18（1，02％）

孚L腺外り丙変　　 4（0．64％）　　4（0．53％）　　3（0．95％）　　3（3．49％）　　14（o．79％）

異常なし　197（31．67％）171（22．86％）　93（29，43％）　19（22．09％）480（27．09％）

診断未確定　 70（11．25％）　110（14L71％）　59（18，67％）　コ2（13．95％）　251（14．16％）

精検受診者数　　622（100％）　　748（100％）　　316（100％）　　86（100％）　1，772（IOOIdo）

れなかった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　で50歳代12，858人，39歳以下11，130人であったが，60

　4　発見乳癌数および乳癌発見率　　　　　　　　　　歳以上は3，110人と少なかった。

　集検受診者42，742人中に37例の乳癌を発見した。乳　　　　2　超音波施行率

癌発見率は0，09％であった。年度別では55年度が0．28　　　40歳代および39歳以下はほぼ12％であったが，50歳

％と高率であったが，集検受診者数が少なかったこと　　代および60歳以上はほぼ7％であった。

および集検初年度であったことが影響していると考え　　　3　要精検率

られる。56年度は0．10％，57年度は0．06％と癌発見率　　　39歳以下は5．9％と最も高く，ついで40歳代5。0％で

が次第に低下する傾向がみられた。　　　　　　　　　　あったが，50歳代以上になるとほぼ半分に減少した。

　5　精検受診者に対する乳癌発見率　　　　　　　　　　　4　精検受診率

　全体では2．09％であった。55年度は10．81％と高率　　　各年齢層の間セこほとんど差が認められず，94。7％か

であったが，56年度は1．75％，57年度は2．10％と低下　　ら96．9％であった。

した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　乳癌発，見率

　B　年齢別にみた集検実施状況（表3）　　　　　　　　60歳以上が0．32％と高率を示し，ついで40歳代0．10

　55年度から57年度までの集検受診者を年齢別に分け　　％，50歳代0．07％で，39歳以下は0．02％と非常に低か

て検討した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　った。

　1　集検受診者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　6　精検受診者に対する乳癌発見率

　40歳代が最も受診者数が多く15，644人であり，つい　　　60歳以上が11．63％と高率を示し，50歳代は2．85％，
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40歳代は2．14％と低下し，39歳以下では0．32％と非常　　と考えるが，本県のように広範囲の地域の集検を行う

に低かった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場合には外科医のみならず婦人科医や内科医の力を借

　C　年齢別にみた精密検診結果（表4）　　　　　　　りなければ検診医の確保が困難である。このような場

　精検受診者を年齢別に分けて，各年齢層の精検結果　　合には何らかの補助診断法を併用すぺきであると考え

にっいて検討した。前述の乳癌を除くと，線維腺腫は　　る。

全体では精検受診者の8，18％を占め，39歳以下が9．65　　　アンケート集計6）では集検の対象者は本県と同様に

％と最も高率で，50歳代が6．33％で低率であった。乳　　30歳以上の女性であるところが34施設と最も多かった。

腺症は全体では45．77％であり，年齢別では40歳代が　　　本県における集検の延べ検診人員はほぼ2年間に

最も高く，50．40％で，60歳以上は37．21％と低かった。　42，742人に達し，10年間に57，345人の徳島県4），7年

異常なしと診断されたものは全体で27．09％あり，39　　間に67，595人の高知県7），7年間に86・919人の埼玉県8）

歳以下では31．67％と最も高く，60歳以上は22．09％と　　等の集検先進県に比して検診人員が多い。それだけに

最も低かった。診断が未確定のもの（報告されないも　　集検の精度が問題となる。本県の要精検率は4．3％で

のを含む）が全体で14．16％あった。　　　　　　　　　あって，徳島県4）の4・3％，高知県7）の2・　9％に比して・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほとんど差がみられない。本県での精診受診率は95．8
　　　　　　　　】V　考　　　察　　　　　　　　　　％であって，高知県7）の93．4％と同様に，73％の埼玉

　全県的な規模の乳癌集団検診は1970年，徳島県にお　　県8）・63・6％の徳島県4）に比して高離であった。本県

いて，対がん協会と徳島大学医学部第2外科教室が協　　の精検受診率が高いことは地元の保健婦の努力による

力して開始したのが最初であった3）4）。その後，日本　　ところが大であるが，その他に1次検診当日に要精検

対がん協会が乳癌集団検診の標準方式2）を発表したの　　者に対して，精検受診のための書類を渡していること

を契機に集検を実施する地域が増加してきた。1979年，　も影響していると考える。

第30回乳癌研究会でll乳腺の集団検診とそれに伴う問　　　乳癌の発見率は藤間8）は0，06％，森本ら4）は0．077％，

題点tlが取り上げられ，そのアソケート集計5）による　　伊藤ら7）は0．11％，阿部ら9）はO．　13％，泉雄ら10）は

と，全国38施設が集検に関与しており，総検診者数は　　0．186％と報告しており，本県の0，09％はほぼ水準に達

417，123人であった。5年後の1984年，第39回乳癌研究　　していると考える。しかしながら，集検初年度の55年は

会でも”乳癌集団検診の現状と改善策”が取り上げら　　検診人員が少なかった関係上，乳癌の発見率は0．28％

れ，アソケート集計6）では全国61施設が集検に参加し，　と高率を示したが，56年は0．10％，57年VIO。　06％と次第

うち21施設は都道府県全域におよぶ集検に関与してお　　に減少してきた。これは集検の精度の問題もあろうが，

り，延べの総検診者数は1，147，072人に及んでいた。　　　くり返し受診老が増加してきたことによるものと推測

このように増加しつつある集検を推進させてきた中心　　される。森本ら4）は初回検診例からの乳癌発見率0．103

機関は対がん協会が最も多く，ついで大学，自治体の　　％，くり返し検診例では0．041％と報告し，著しい差

順であった。長野県では対がん協会と県医師会が協力　　がみられている。また，第39回乳癌研究会のアンケー

する体制をとっている。　　　　　　　　　　　　　1・　6）によっても，それぞれ0．18％，0．06％と著しい差

　集検方式は出張方式が主流であるが，施設方式もか　　が認められている。本県では初圓受診者とくり返し受

なりみられる。1次検診の方法は徳島県4），高知県7）　　診者を区別できるような方法をとってこなかったので・

などのように間・視・触診による日本対がん協会の標　　両者を分けて統計的処理を行うことができない。今後

準方式に準ずるところが多く，本県のように超音波検　　は区別する必要がある。

査を補助診断法とするところが7施設，埼玉県8）のよ　　　乳癌集団検診の大きな目標の1つは乳癌の発見率を

うにマソモグラフィーを使用するところが5施設あり，　高めることであり，そのためにはまず，初回受診老の

穿刺吸引細砲診をとり入れているところもあった。1　　増員を図らなければならない。また，伊藤ら7）も述べ

次検診の検診医は徳島県4），高知県7），宮城県9）のよう　　ているように疫学的に乳癌発生頻度が高いhigh　risk

に大学あるいは国公立病院の乳腺の専門医があたると　　groupの増員も大切である。一一般に乳癌の頻度は40

ころが多く，本県のように一般開業医が主体であると　　歳代が最も高い11）12）が，本県の集検における乳癌発見

ころは少ない。1次検診を乳腺の専門医が主体になっ　　率は60歳以上が0．32％と最も高率であった。森本ら4）

て行っているところでは対がん協会の標準方式でよい　　も60歳，70歳代の発見率が40歳代に比べて高い傾向を
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示したと述べている。ここで問題となるのは本県では　　講習会あるいは研修会を時々開いて検診医のレベルの

乳癌発見率の高い60歳以上の集検受診者数が他の年齢　　向上をはかってきた。そのため延べの超音波施行率

層に比して極端に少ないことである。今後，還暦検診　　10．4％に対して要精検率を4．3％と滅らすことができ

等の名EIでこの年齢層が集検を受診するような対策を　　た。ボラPイド写真は費用が35mmフィルムセこ比べて

立てなければならない。　　　　　　　　　　　　　　割高で，集検の運営に影響を及ぼしているため，35mm

　本県の1次検診の時間帯は平日のほぼ午後1時30分　　フィルムのみによる診断に切り変えなければならない

から3時までの間で，1人の検診医が50人前後の受診　　が，そのためには各医師会に超音波読影委員会を発足

者を診察するように計画されている。専門的な職業を　　させる必要がある。しかしながら，未だその機運にな

もつ婦人は乳癌発生のhigh　risk　groupに属する　　く，集検受診者は年々増加する傾向にあるので，少し

が，この時間帯の集検は受けにくいと思われる。初回　　でも早くその対策を立てなければならない。1つの方

受診者を増加させるためにも土・日曜日に集検を行う　　策として細胞診のスクリーナー制度を応用して，超音

等時間帯の再考が必要であり，また，職場検診なども　　波検査技師による35mmフィルムによる超：音波検査の

広く普及させなければならない。　　　　　　　　　スクリーニングについて検討してみる必要があると考

　集検の精度を向上させるためには阿部ら9）が述べて　　える。

いるように乳癌検診の専門医を育てることも大初であ　　　年中，検診車に乗って，超音波撮影を行っている超

るが，広い地域の対象春に対応するためには一般開業　　音波検査技師は多くの乳腺疾患症例に接して超音波像

医の力を借りなければならない。それには開業医の検　　に慣れており，また，1次検診では正確な診断を下す

診の診断能を向上させ，レベルの統一化を図らなけれ　　必要がなく，要精検者のスクリーニソグであることを

ばならない。講習会や勉強会による教育の強化が必要　　考えれば，医師の指導のもとでは異常所見のないもの

である。日常診療に忙しい開業医を検診や勉強会に積　　を除外する作業に従事させることは可能であると考え

極的に参加させるには，検診医の認定などを通じて・　　る。そうすれば超音波読影委員の数は県下全域の症例

参加する医師にメリットとなるような処遇を考えなけ　　を読影するとしても，専門委員会のメンバー程度で十

ればならない。行政的な対応が望まれるが，現実的に　　分であると考える。この制度ができれば1次検診の要

は難しい問題である。　　　　　　　　　　　　　　　精検者は1次検診の検診医が視・触診によって指示し

　乳癌研究会のアンケート6）によれば精密検診機関を　　たものと，超音波検査技師によってスクリーニングさ

指定しているところが多いが，本県では特に指定して　　れた症例のうちから読影委員が必要と認めたものとな

いない。したがって，精検受診者に関する資料の収集　　　り，二重チェックされることになる。

が難しいうえ，精検機関の医師が1次検診に関与して　　　本県の乳癌集団検診をより充実させるためには初回

いないところもあって，検診を受けた後に発見される　　受診者の増員をはかるとともに検診体制の強化および

”いわゆる中間期乳癌”について徳島県4）や高知県7）　　検診医のレベルの向上が望まれる。

などのように取り上げて検討することには問題がある。　　なお，発見乳癌の分析結果については稿を改めて報

木県でも，今後は精検機関を指定する必要がある。地　告する。

域が広いため多くの機関を措定しなければならないが，

全糊の設触嫉するためには莫大嬢用がかかる。　　　　vおわりに

したがって，中心となる機関は勿論設備を充実すべき　　　長野県における乳癌集団検診は1次検診を日本対が

であるが，宮城県13）のような精密検診車を走らせるこ　　ん協会の標準方式に超音波検査を加えて，昭和56年1

とが得策ではないかと考える。精密検診車の中ではマ　　月から開始した。昭和58年3月までの延べの検診者数

ソモグラフィーサーモグラフィー，超音波検査およ　　は42，742人で，超音波検査施行率は10．4％，要精検率

び細胞診を行えるようにし，精検機関の医師が診断に　　は4．3％，精検受診率は95．8％，乳癌発見率は0．09％

関与することが望ましい。　　　　　　　　　　　　　　であった。

　本県では視・触診に超音波検査を加えて1次検診を　　　長野県の検診体制を述ぺるとともに若干の問題点に

開始したが，最初のうちは超音波診断を下さないで，　　対する対策を検討した。

検診医にポラロイド写真によって超音波診断に慣れさ

せることを日的とし，それに引き続いて超音波診断の　　　稿を終わるにあたり，集団検診事業に協力して下さ
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っ帳野県医師会および乳麟団検診専rr委員会の諸　＊論文の要旨は第391亘1乳癌硝絵（1984年2月10日・

先生方，成入病予防協会の職員の方々，関係保健婦の　　鹿児島）において発表した。

方方およびその他関係機関の方々に深謝いたします。
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